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3 現行少年院法・少年院処遇規則における，少年院に(保護処分として)

在院する者の権利義務についての検討

まとめにかえてー今後の検討課題

はじめに一本研究の動機

本稿では， r少年院に(保護処分として)在院する者の権利義務についての
検討一矯正施設に収容された犯罪(触法)少年の権利・義務に関する日英米

比較の準備作業として Jというテーマについて検討する。

しかし，読者の皆様に最初にお詫びをしなければならない。なぜならば，

2008年1月初日に行われた当(早稲田大学社会安全政策)研究所の第2回研究会

で筆者は， r少年司法における被害者への謝罪・補償や，それに代わる社会
奉仕活動についての研究~イングランド・ウエールズにおける reparation

order を参考に~J というテーマで報告し，その報告を論文化したものを当

研究所の2007-08年度の紀要に掲載した1が，その報告・論文の最後で，第2

回研究会での研究テーマの続きを筆者が次に報告する際に発表し，その報告

を本号で論文化するという約束をした2ところ，その約束を果たせなかった

からである。以下に述べるような事情のため，少年院に(保護処分として)在
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院する者の権利義務について検討をすることが，今どうしても必要だと思わ

れるので，大変申し訳ないが，研究テーマを変更させていただくこととし

た。曲げてご了承いただきたい。

そこで，筆者が本稿の題名に掲げるような研究をしようと患った動機につ

いて説明する。

名古屋刑務所での刑務官による受刑者への暴行事件をきっかけとして，

2003年に刑事施設及び受刑者の処遇に関する法律(以下， I受刑者処遇法」と略

記する)が制定され，翌2004年に施行された3。この受刑者処遇法に，未決勾

留の対象者等に関する規定を付け加えて， 2005年に刑事収容施設及び、被収容

者等処遇法(以下， I被収容者等処遇法」と略記する)が制定され合翌2006年に施

行された。このことによって，刑事施設被収容者の権利義務が，監獄法より

は明確化された。なお被収容者等処遇法の規定は，少年院収容受刑者(少年

法第56条第3項，少年院法第1条・第10条の 2)にも準用される(少年院法第17条の

6)50 

これに対して， 2007年少年法改正においては，少年院に直接関係ある改正

としては，少年院への収容年齢の引き下げ(少年法第24条第l項但苫，少年院法

第2条第2項及び第5項)6，保護者に対する措置規定の明文化(少年院法第12条の

2) ，保護観察中の者に対する措置の整備7(犯罪者予防更生法第41条の 3 [現在

は，更生保護法第67条]，少年法第24条の 6)がなされた8ものの，少年院在院者の

権利義務に関する規定については，大きな変化が見られなかった。また，

2008年の少年法改正は，少年犯罪(または触法行為)の被害者等への配患の充

実を中心とする9ものであるので，少年院に直接関連するとは言えない。

しかるに， 2008年度において広島少年院で、4人の教官が100人の在院者に

暴行を加えていたという非常に残念なニュースが， 2009年4月になって報道

された10。もちろんこの事件についての最大の責任は，暴行を加えた(元)

教官たちにある。また，暴行が日常化していたのを見逃していた責任が，広

島少年院の幹部職員たち，広島矯正管区，法務省矯正局，ひいては法務大臣

にあると言わざるを得ない。しかし，このような事件の背景には，少年院法

における在院者の権利・義務に関する規定の少なさ・不明確さもあるのでは

ないかと推測される。すなわち，後で述べるように，現行少年院法と少年院
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処遇規則において，少年院在院者の権利・義務に直接関連する規定は少な

い11上に不明確で、あり，このことが少年院の教官たちによる在院者の権利侵

害の温床となっているようにも思われるのである。

ただし，本稿では，少年院収容受刑者の権利義務についての検討は割愛す

る。というのは，少年院収容受刑者は，受刑者でありながら少年院に在院す

るという複雑な立場にあり，その権利義務は，少年院に保護処分として在院

する者のそれと比べて更に複雑なものとなる12ので，別途検討が必要である

と思われるからである。

l 少年院在院者も何らかの権利@義務を有する

前置きが長くなったが，本題に入る。

まず，そもそも少年院在院者は何らかの権利・義務を有するのか，という

問題について答えなければならない。結論を先に言うと，少なくとも現行の

少年法や少年院法の解釈からは，少年院在院者も何らかの権利・義務を有す

ると考える。それは次のような理由による。

1 犯罪少年(少年法第 3条第 1項第 1号)について

第一に，少年院在院者の大部分は犯罪を行っている 13が，保護処分は，犯

罪少年について，刑罰代替処分としての性格を認められている(少年法第20

条・第46条第1項)。そして，刑事施設被収容者，特に受刑者ですら，刑事施

設の適正な秩序維持や刑罰目的に反しない限りにおいて権利義務を有するこ

とは認められている(被収容者等処遇法第1条)。したがって，少年院在院者で

ある犯罪少年が権利・義務を有することを否定するのは，少なくとも我が国

の現行実定法体系の立場と相容れないと考える。

2 触法少年(少年法第3条第 1項第2号)と虞犯少年(少年法第3条第 1項第 3号)

について

第二に， (おおむね12歳以上の)触法少年(少年法第3条第1項第2号，少年続法第

2条第2項及び第5項)や虞犯少年(少年法第3条第1項第3号)に対しては，そ
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もそも刑罰を科すことができない。しかし，触法少年と14歳未満の虞犯少年

に対する児童相談所先議主義は，維持されている(少年法第3条第2項・第6条

の7)。また，警察官または保護者は， 18歳未満の虞犯少年を直接児童相談

所に通告することができる(少年法第6条第2項)。そして，児童福祉法上の措

置と比べれば，少年院送致は，例えば在院者が逃走した場合に強制的に連れ

戻される(少年院法第14条)ように，自由拘束度が大きい。実際， 14歳未満の

者に対する少年院送致決定は， I特に必要があると認める場合に限りJする
ことができる(少年法第24条第1項但書)。したがって，少年院に収容された触

法少年や虞犯少年が権利・義務を有することを否定することも，危険である

と思われる。

3 矯正教育の実施との関係

もっとも，後述するとおり，矯正教育は在院者に対して強制的に行われる

ものである。したがって，在院者が権利義務を有するといっても，それはあ

くまでも，矯正教育の実施を妨げない限りにおいてであることは，認めなけ

ればならない。しかし，法務省矯正研修所の研修教材『少年院法』におい

て， I少年をまず，悟人として尊重し，その権利の保障に遺憾なきを期すべ

きであって，このことが少年の人格に深い感銘を与え，それが更生，社会復

帰につながることを忘れてはならない。在院者の人権の尊重は，憲法上の要

請であることはもとより矯正そのものの要請でもある」と記述されていた14

こともまた，指摘しておかなければならない。

2 どのような権利@義務を有するのか

しかし，このように，少年院に保護処分として在院する者も何らかの権利

義務を有するとしても，それらの権利義務が一体どのようなものであるか

は，別の問題である。そこで，この章では，権利義務の内容について検討し

たい。
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1 権利について

まず，権利についてであるが，この点については，九州矯正管区長であっ

た来栖宗孝15氏による， i収容そのものによって制約を受ける権利j，i収容

に付随する効果として制約を受ける人権j，i少年院における矯正処遇上，制

約を受ける権利j，i制約することを許されない権利」という分類を参考に検

討する。しかし，来栖氏が具体的に挙げられている権利の内容については疑

問もあるので，この疑問についても以下説明する。

第一に，栗栖氏は，収容そのものによって制約を受ける権利として「例え

ば，居住・移転，外国移住の自由がそれである」と指摘されている16。この

ことはやむをえないと考える。というのは，少年院に保護処分として在院す

る者は， i健全育成のため，身柄を拘束して矯正教育を行うことが必要・合

理的かつやむを得ない」と家庭裁判所(以下， I家裁」と略記する)によって判

断された者たちなのであるからである。

第二に， i収容に付随する効果として制約を受ける人権」として，来栖氏

は，公務員の選挙権，集会・結社の自由，通信の秘密，職業選択の自由，勤

労の権利と義務，労働法の適用，それに教育を受ける権利を挙げられてい

る。しかし，集会・結社の自由は，憲法学において擾越的地位を有するもの

と認められている以上，少なくとも少年院法に明文の規定がないのに制約す

ることには疑問がある。また， i教育を受ける権利」が制約されるという見

解にも，少年院において教科教育が行われる(少年院法第4条)ことを考える

と，疑問の余地がある。もっとも，来栖氏が指摘される「教育を受ける権

利」とは，教育の程度・内容を選択する権利や，教育を受けない権利のこと

を意味するのであろう。そのような権利であれば，制約を受けることもやむ

をえないと思われる。なぜなら，後で述べるように，少年院の矯正教育は強

制的に行われるものだからである。

第三に， i少年院における矯正処遇上，制約を受ける権利」として来栖氏

は， 服装・頭髪の自由，知る権利という意味での一「表現の自由(怒法第21

条第1項)，学問の自由(憲法第23条)，それに財産権(憲法第29条)を挙げてお

られる。「学問の自由」が制約可能と解されていることには疑問があるが，

これもおそらし矯正教育が強制的に行われることとの関係であると思われ
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る。

第四に， I制約することを許されない権利」として，来栖氏は，請願権

(憲法第16条)，国の賠償責任(憲法第17条)，奴隷的拘束・苦役からの自由(窓

法第18条)，思想、及び良心の自由 (25法第四条)，信教の自由(慾法第20条)，国籍

離脱の自由(王立法第22条第2項)，生存権(憲法第25条)，義務教育(憲法26条第2

項)，児童酷使の禁止(憲法第3項)，法定手続[原文まま]の保障(憲法第31

条)，裁判を受ける権利(憲法第32条)，拷問及び残虐な刑罰の禁止(窓法36条)

を挙げておられる。確かに，これらの権利については制約が許されてはなら

ないと思われる。

2 義務について [少年院法上明らかであると思われるものに眠る]

次に，少年院に保護処分として在院する者はどのような義務を負うのであ

ろうか。少なくとも次のような義務は，少年説法上明らかに負うことを認め

なければならない。なお，本稿の以下の論述においては，原則として，少年

院法を「院法Jと，少年院処遇規則を「処遇規則」と，それぞれ略記する。

第一に，矯正教育(院法第4条)を受ける義務である17。少年院での矯正教

育は，家裁の保護処分決定(少年法第24条第1項第3号)に基づき，在院者に対

して強制的に行われるものである。このことは，在院者が逃走した場合に

は，強制的に連れ戻される(院法第14条)ことからも明らかであると思われ

る。ただし，少年院に保護処分として在院する者に矯正教育を受ける義務が

あるといっても，その義務違反に対する効果は，せいぜい進級が遅れるか降

級がなされること，退院(院法第12条第1項，更生保護法第46条・第47条)18または

仮退院(院法第12条第2項，更生保護法第41条・第42条)19が遅れること，収容継続

(院法第11条第2項~第4項)がなされうること，そして在院者が矯正教育を積

極的に妨害した場合に懲戒(続法第8条)を受ける場合がありうることに留ま

ると思われる。

すなわち，まず，院法第6条に「在院者の処遇には段階を設け，その改

善，進歩等の程度に応じて，願次に向上した取り扱いをしなければならな

い。但し，成績が特に不良なものについては，その段階を低下することがで

きる」と規定されているように，少年院においては段階処遇が採用されてい
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る。この処遇段賠は，一級，二級，及び三級に分けられ，さらに一級及び二

級は，それぞれ上及び下に分けられている(処遇規則第25条第1項)。新たに入

院した者は，二級の下に編入されるが，成績が悪くなったときは，三級に下

げられうる(処遇規則第26条)。在院者の処遇は，順次に段階を経て進めなけ

ればならない(処遇規郎第27条第1項本文)が， r成績が特に優秀な在院者は，
二段階進めることができるJ(処遇規則第27条第1項但書)。反対に， r成績が特
に悪い在院者は，一段階下げることができるJし， r特別の事由があるとき
は，二段階以上下げることができるJ(処遇規則第27条第2項)。この処遇段階

の「昇進及び降下は，在院者の平素の成績を審査して」定められる(処遇規

則第29条第l項)が，この成績「審査は毎月一田以上行なわれなければならな

いJ(処遇規郎第29条第2項)。成績は， i一学業の勉否及びその成績，二職

業補導における勉否及びその成績，三操行の良否，四責任観念及び意思

の強弱」に対する評価を総合して定められる(処遇規則第30条)20。これら成績

評価の項自は，在院者が矯正教育プログラムに乗っているかどうかと強い関

連を持つ。したがって在院者が処遇プログラムに乗れば，進級が早くなりう

るであろうし，逆に，在院者が処遇プログラムに乗らなければ，進級が遅く

なることも降:子及カまなさhることもあろう。

また，在院者が矯正教育プログラムに乗らないため， 20歳に達しでも「犯

罪的傾向がまだ矯正されていないため，少年院から退院させるに不適当であ

る」と認められる場合には，少年院長からの申請に基づき，家裁の決定によ

り収容継続がなされる(院法第11条第2項~第4項)0 (ただし，収容継続は，在院者

の「心身に著しい故障があり(中路)，少年続から退院させるに不適当である場合」にも

なされうる(院法第11条第2項~第4項)。また，在院者が23歳に達した場合でも，その

「精神に著しい故障があり，公共の福祉のため少年院から退院させるに不遜当である」と

認められる場合には，少年院長からの申請に基づき，家裁の決定により医療少年院への収

容継続がなされる(続法第11条第5項)。心身に著しい故障があるかどうか，または，精

神に著しい故障があり公共の福祉のため少年院から退院させるに不適当であるかどうか

は，在院者が処遇プログラムに乗っているかどうかだけによっては左右されない)21。

さらに，紀律違反に対しては懲戒が行なわれる(院法第8条)が，矯正教育

を積極的に妨害する行為をしないことは紀律の内容に含まれうるであろう。
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ただし，少年院での矯正教育は，在院者に権利を保障する側面も併せ持

つ。すなわち，教科教育は，教育を受ける権利(憲法第26条)を保障する。ま

た，職業補導は， (将来の)勤労の権利・義務(窓法第27条)を保障する。そし

て医療は，生存権(窓法第25条) を保障する。さらに院法第4条第2項は，

「少年院の長は，在院者を，前項の矯正教育と関係のない労働に従事させて

はならない」と規定するが，これは，苦役からの自由(窓法第18条)を保障す

るものである。

第ニに，紀律を遵守する義務である。この点は，院法第4条に，少年院の

矯正教育は， I在院者を社会生活に適応させるため，その自覚に訴え，紀律

ある生活のもと」に行われるべきと規定されていること，同じく院法第8条

に，紀律違反に対する懲戒が定められていることから明らかである。

第三に，満齢退院(院法第11条第1項本文)または満期退院(説法第11条第1項

但;¥J)になるまで，退院許可決定(院法第12条第1項)または仮退院許可決定

(院法第12条第2項，更生保護法第41条・第42条)があるまで，少年院に留まる義

務である。この点は，院法第14条で逃走に対して強制的な連れ戻しが定めら

れていることからも明らかである。したがって，逃走をしない義務と言って

もよいのではないか，と思われる。もっとも，逃走をしない義務の違反に対

する直接の法的効果は，連れ戻しに留まる。

第四に，第三点と一部重複するが，逃走・暴行・自殺を企てない義務であ

る。このように考える根拠は，院法第14条の 2に， I在院者が，逃走・暴

行・自殺をする恐れがある場合において，これを防止するためやむを得ない

ときは，手錠を使用することができる」と規定されていることにある。もっ

とも， I懲戒や反射の取調手段として手錠をかけること」は「許されないj

と理解されている22。しかし， I手錠を使用することは，直接的かつ物理的

に在院者の行動に対する自由をさらに制約するもので」あることが認められ

ているおので，手錠の使用が許されるのは，在院者が逃走・暴行・自殺を企

てた場合に限られるべきであり，その意味において，在院者は逃走・暴行・

自殺を企てない義務を負うのではないか， と思われる。
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3 現行少年院法@少年院処遇規則における，少年院に(保護処分

として在院する者の権利義務についての検討)

以上第2章では，少年院に保護処分として在院する者が有する権利義務の

内容について検討した。しかし，このことは，現行少年院法・少年院処遇規

則において，少年院に(保護処分として)在院する者の権利義務が明確に規

定されていることと同じではない，と思われる。第3章では，そのように思

う理由について説明する。

1 院法に規定されている事項に闘して

まず，現行少年院法には，在院者の権利義務に直接関連する規定はあまり

多いとは思えない。その上，内容に疑関がある規定も存在する。

第一に，院法第1条の 2は， I個々の在院者の年齢及び心身の発達状態、を

考慮し，その特性に応じた」権利の制約を認めるものとして理解される可能

性もあると思われる。

第二に，院法第4条にも疑問の余地がある。すなわち，同条の「在院者を

社会生活に適応させるため，その自覚に訴え」の箇所は，在院者の人権保障

を要求したものと理解することができるのであるが，しかし， Iその自覚に

訴え，紀律ある生活のもとに」は，在院者の人権を制約することの正当化根

拠として理解される可能性もあると思われる。

第三に，懲戒(院法第8条)の種類は限定されており，程度も謙抑的である

と思われる。しかしそれでも，以下のような疑問がある。

まず，懲戒の構成要件が， I紀律違反」としか規定されていない。どのよ

うな行為が「紀律違反」となるのか，例示した方が適切で、あろう。例えば，

被収容者等処遇法第74条第1項第2号を参考として24，Iイ 刑罰法令に触

れる行為をすること。ロ 法務教官による正当な指導，指示，命令に対する

反抗，妨害，不服従など矯正教育の実施を妨げる行為，その他少年院の職員

の職務の執行を妨げる行為をすること。ハ 自傷行為や他人に対する組野若

しくは乱暴な言動又は迷惑をかける行為をすること。二 自己又は他の在院
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者の収容の確保を妨げる行為をすること。ホ 他の在院者との聞で金品の受

け渡しをしないこと。」を紀律違反行為とすることも一案であろう。もっと

も，ハとニについては，在院者が「逃走，暴行，自殺をするおそれがある場

合において，これを防止するためにやむを得ないときは，手錠を使用するこ

とができるJ(院法第14条の 2)ので，不要であるという見解もありうる。し

かし， I手錠の使用は，自殺又は逃走によって永久又は一時的に矯正教育を

受けることを拒否しようとする者を正常な管理と矯正処遇の中に戻すため，

あるいは暴行(白傷を含む)のように矯正教育の場にふさわしい秩序と管理を

乱すものに対してこれを阻止し，正常な秩序と管理状態を維持し，もって法

の目的とする円滑な矯正処遇の実施を確保するため」に「他に適当な方法が

ない場合に取られる予防的・保護的措置であるJ25ので， I懲戒や反則の取調

べ手段として手錠を使用することも許されない」とされている26。だとすれ

ば，ハとニを紀裡違反とすることも許されるであろう。

次に，減点制度，すなわち「通常与える点数27より減じた点数J(院法第8

条第1項第2号)が死文化している。なぜならば， I少年院成績評価基準通達

により考査制28で成績評価を行う現行制度においては，減点制度はその実効

性を失っているJ29とされているからである。この点に関連して， (2009年12月

時点で)法務省矯正局少年矯正課企画官である木村敦氏が提案されたように

Ir減点』は廃止してよいJ30かもしれない。しかし，その場合には， I減点」

に代わる「厳重な訓戒」と「謹慎」の中間的な懲戒手段を設けた方が， I違

反行為の性質に応じ，しかも教育的効果を勘案した上で」懲戒は「選択され

なければならないJ31という要請との関係で望ましいで、あろう。しかし，こ

の懲戒手段について，本稿において適切な具体案を提示することはできな

い320 今後の検討課題としたい。

さらに，懲戒の決定手続も規定されてはいない。来梧氏が主張されたよう

に， I最低限，本人の行為の紀律違反性の告知，証拠の提示，弁明の機会付

与，決定された懲戒の少年院長又はその代理者による面前告知の規定が必

要J33であろう。また，懲戒に対する不服申し立ての機会があってもよいと

思われる。

そして，謹慎中の処遇内容の明確化も必要であろう。これも来栖氏が主張
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された通り， I運動，入浴，医療は禁止すべきではなし通信・面会も全面

的に停止すべきではないJ34であろう。特に，弁護士や公的機関との通信は

禁止しない方が望ましい。これらの点についても，少年院法上，明文の規定

が必要で、はないかと思う。

第四に， I少年院の長は，在院者の所持する金銭，衣類，その他の物を領

置したときは，これを安全に保管しなければならない」と，領置に関して規

定している院法第9条は「強制的に領置することを予定した規定である」と

理解されている35。しかし，院法第9条をそのように解釈することには疑問

がある。たしかに少年院においても，個々の在院者に利用可能なスペースが

限られている以上，在院者の所持金品について原則領置主義を採用すること

はやむを得ないのであろう。しかし，領置の対象物について法律で規定した

方がより適切で、あると思う。なお，領置とは， I在院者等の所持する金銭や

物品を国が占有保管すること」である360

第五に，職員の権限として，連れ戻し(院法第14条)と手錠の使用(院法第

14条の2)しか規定されていないのは，疑問である。というのは，在腕者に

よる自傷他害行為の静止，手錠の使用のために必要かつ最小隈度の有形力行

使は認めざるを得ないからである。特に，木村氏が指摘されているように，

「在院者の身体に不必要に接触すること等を戒める」必要はあろう37。また，

有形力行使の要件，限度，事後的措置(例:実力強制の対象となった在院者への診

察・治療義務)を少年院法上明文化した方が望ましいであろう。

そして，職員の権限に関連して， I日常の生活においては，少年院の職員

は，つとめて在院者と行動をともにし，自ら範を示すことによって，秩序を

尊び自他を敬愛し，併せて物を大切にする習慣を養成するために訓練を施さ

なければならない」と規定する処遇規則第22条は，多少精神論であるように

思われる。また職員に対して「在院者の人権に関する理解を深めさせ，並び

に在院者に対する矯正教育を適正かつ効果的に行うために必要な知識及び技

能を習得させ，及び向上させるための必要な研修及び訓練を行うJ(被収容者

等処遇法第12条第3項参照)ことも，法律の明文で規定した方が望ましい。広島

少年院での事件を見ると，このような研修も必要で、あろうと思われる。

第六に， 2009年5月30日に開催された当研究所の第10回研究会における報
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告の後でのことだが，収容継続(院法第11条)についても疑問が生じてき

た38。少年審判規則第55条は， ["収容継続事件の手続は，その性質に反しな

い隈り，少年の保護事件の例によるJと規定している。したがって，収容継
続を申し立てられた在院者は付添人を選任することができる(少年審判規則第

55条による少年法第10条の準用)ものの，弁護士たる国選付添人制度(少年法第22

条の3・第22条の 5第2項)の準用はない。しかし， 2007年の少年法改正によっ

て，一定の重大犯罪(または触法行為)を行なったとされる少年であって少年

鑑別所収容の観護措置がとられている場合に，家裁の裁量によって弁護士た

る国選付添人を付けることが認められた(少年法第22条の3第2項)ので，収容

継続申請事件においても，家裁の裁量によってでも弁護士たる国選付添人を

付けられるような立法措置が必要であろうと思われる。なぜならば，収容継

続申請がなされた少年院在院者も，裁判所から決定の通知があるまで収容が

継続されうる(院法第11条第7項)ので，観護措置を取られた少年同様に， ["家

族等の直接の援助を受けることも困難で、あるから，弁護士付添人が少年の行

状や環境等に関する資料収集，環境調整のための積極的な活動等，援助を行

なう必要性が高いJ39と推測されるからである。

2 処遇規則のみに規定されている事項に関して

次に，重要と思われる事項が処遇規則のみに規定されていることを指摘し

なければならない。網羅的とは言い難いが，少なくとも次のような事項を指

摘することができる。

その事項とは，第一に処遇審査会(処遇規則第3条)である。処遇審査会と

は， ["在院者の処遇の適正を図るためJ(処遇規則第3条)に，少年院に必ず置

かなければならないものである。そして，少年院の長は， ["在読者の屠室，

白課，教科，職業補導，処遇の段階への編入，昇進及び降下，賞罰，移送，

収容の継続，仮退院又は退院を許すべき旨の申し出その他処遇に関し重要な

事項を決定するに当つては，処遇審査会の意見を聴かなければならない」

(処遇規則第3条)。このように処遇審査会が重要な役割を果たすのならば，少

年院法に根拠規定があってもよいと思う。また，在践者・保護者にも審査会

への申立を認めてもよいのではないであろうか。
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第二に，入臨時の身体・衣類・所持品検査(処遇規則第9条)である。これ

らは在院者のプライヴァシーに関わることなので，法律上の根拠がある方が

望ましい。

第三の事項は，この点についても当研究所の第10田研究会における報告の

後で気が付いたが，院長面接(処遇規則第4条)である。小田原少年院長等を

摩任された八回次郎氏によると， Iこの規定は，訓示規定であり第一一条

(入院時の院長面接)とはその性質を異にしているが，行刑施設のように不服

申立てのみならず，意見表明権と併せる形で活用することが可能で‘ある。そ

のようにすれば，不服申立てのように事後的救済措置のみならず，事前や事

の最中であっても事後であっても少年の意見を幅広く聴取することができ，

教官と少年が対立関係にならずに処理が可能となる。さらに，事後に限らな

いので，より生産的に対処できることになるJとされている40。院長面接に

八田氏が指摘されるような肯定的な効果が期待できるのであれば，院法に根

拠規定があってもよいであろう。

第四の事項は，面会・通信(処遇規則第52条~第57条)である41。特に， I通

信(中路)の発受は，矯正教育に害があると認める場合を除き，許可しなけ

ればならない」と規定している処遇規則第55条について， I矯正教育に有害

か否かの判断が，単に，発受の相手方を確認することによってのみでは不可

能であり，通信の内容を事前に検査して初めて可能であることからして，通

信の事前検聞を実施することを当然の前提としている規定であるJと解され

ていた42ことには，疑問がある。なぜなら，通信の秘密は憲法上の要請であ

る(怒法第21条第2項)以上，通信の内容チェックについては法律上明文の規

定が必要で、あると思われるからである。そして，少なくとも， I a .在院者が

国および地方公共団体の機関から受ける通信， b.在院者が国および地方公

共団体の機関に対して発する通信， C.在院者が弁護士法第3条第l項に規

定する職務を遂行する弁護士との間で発受する通信J(参見被収容者等処遇法

第127条第3項)についての検査は，これらの通信に該当することを確認する

ために必要な限度において行うものと法律で規定した方がより適切であろう

と考える。

また，順序は前後するが，面会に関して規定している処遇規則第54条にも
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疑問の余地がある。なぜ、なら同条は， r面会にあたっては，これを有効に
指導するために，職員が立ち会わなければならない」と規定されているの

で，在院者が弁護士と面会する際にも，職員が必要的に立ち会うものと解釈

できるからである。特に，保護処分決定に対する不服申し立てである抗告審

(少年法第32条・第32条の 6・第10条)や再抗告審(少年法第35条・第32条の 6・第10

条)43，余罪審判(少年法第10条)，保護処分取消事件(少年法第27条の 2・第10

条)，収容継続申請事件(少年審判規射第55条による少年法第10条の準用)において

も，在院者は弁護士である付添人を選任できるのであるが，この弁護士付添

人との面会にも職員が立ち会うのは，公正さという見地からは疑問がある。

もっとも， r少年と附添人との面会の際の職員の立会いについて」という
1996年2月29日付の法務省矯正局長通達によると， r抗告(再抗告を含む)を
前提とし，又は現に抗告事件が係属している場合における少年と抗告事件の

付添人若しくは保護者の依頼により付添人となろうとする弁護士との面会，

及び別件保護事件が係属している場合における少年と別件保護事件の付添人

または付添人となろうとする弁護士との面会の際には，職員の立会いを省略

する取り扱いとすることが相当であるJとされている，とのことである440

しかし，このような取り扱いは，あくまで通達上のものなので，処遇規則

上，できれば院法上の根拠規定がある方が望ましい。

3 院法・処遇規到のいずれにも規定がない事項

最後に，重要で、あるのに院法・処遇規則のいず、れにも規定がない事項もあ

るように思われる。これらの点についても，紙幅との関係で枚挙することは

到底できないのであるが，少なくとも次のような事項が指摘できる

第一に，入院時における，施設内部規律の告知である。来栖氏によると，

「少年院処遇規則第11条には，少年院長の行う新入院者に対する説示義務が

規定されているが，これは内部規律についての告知を保障するものではな

いJ45ということなので，できれば法律によって，文書及び口頭による告知

義務を定めた方が適切で、あろうと考える。なぜなら，紀律違反を理由に懲戒

が行われる以上，紀律の内容は，入院時に告知されるべきだと思われるから

である。
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第二に，通訳である。「自由を奪われた少年の保護に関する国連規則」第

6条第2文には， I拘禁施設職員が話す言語を十分に解さない少年は，必要

なときはいつでも，特に診察及び懲罰手続の際には，無料で通訳サービスを

受ける権利が認められなければならない」と規定されている46。もっとも，

「自由を奪われた少年の保護に関する国連規則」は， I批准・発効した条約で

はなく，法的な拘束力はない」と解されている47。しかし，少年院にも既に

外国人が在院し叱今後増える可能性は否定できないが，外国人在院者の中

には臼本語の理解力が乏しく 49，また通訳を雇う資力も十分で、ない者もいる

と推測されるので，資力のない者に限ってでも，無料通訳は必要ではない

か， とも思われる。

第三に，不当または恋意的な権利侵害，懲戒に際しての事実誤認と行き過

ぎに対する不服申し立て手段である。そのような不服申し立て手段として

は，例えば，審査の申請及び再審査の申請(参照，被収容者等処遇法第157条~第

162条)，事実の申告(参照，被収容者等処遇法第163~第168条)，苦情の申出(参照，

被収容者等処遇法第166条~第168条)が考えられる。このような不服申し立て手

段がなかったことによって，広島少年院における教官たちによる在院者への

暴行の発覚が遅れてしまったのではないか，と思われるのである。もっと

も， 2009年の早くても 7月以降に「少年院在院者の苦情の申出に関する訓

令」が施行されたとのこと50である。しかし，このことによって少年院法上

に不服申し立て制度を規定することが否定されるとは限らないと思われる。

第四に，外部の第三者によって構成されるチェック機関(参照，被収容者等

処遇法第7条~第11条)である。少なくとも広島少年院については，法務大臣

による監査(続法第3条第2項)が十分に機能していたのか疑問であるので，

外部機関によるチェックも必要であろうと思われる。もっとも，このように

言うことは，法務大臣による監査を充実させることが必要で、あることを否定

するものではない。さらに，法務省矯正局付の大口康郎氏によると，法務省

矯正局では， 2009年に少年院法施行60年を迎えるに当たり， 2007年度の終わ

りごろから2008年度の終わり頃まで「少年院法の現状と課題に関する勉強会

を開催して」きたところ，その勉強会において，少年院法に刑事施設視察委

員会のような制度を規定することも，少年院が被収容者に対する「教育のた
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めの施設であるとともに，収容施設であるという少年施設の現実の機能を見

るとき，被収容者の権利救済，施設運営の透明性の確保という観点、から，考

慮、を図る必要があるのではないかjとの意見が出たものの， Iその際には，

被収容者の大部分が少年であることの特性にも配慮する必要があるという意

見も同時に」出された，とのことである51。確かに，少年院における矯正教

育弘少年審判と同様に， I発達途上にある少年の立ち直りを目指して行な

われる」ので， I少年を曝し者にせず，その情操を保護し，社会復帰を妨げ

ないために，少年が非行を犯したこと自体が秘密とされなければならな

いJ52であろう。しかるに，少年院に外部の視察者を入れれば，在院者に非

行があったことが少なくとも視察者には分かつてしまう上，在院者の大部分

を占める少年が曝し者にされる危険も生じる。したがって，外部の視察者に

厳しい守秘義務を科すことは最低限必要で、あろうと考える。

まとめにかえて一今後の検討課題

このように，本稿においては，少年院に保護処分として在院する者の権利

義務について，現行少年院法・少年院処遇規則の規定を手がかりに検討して

きた。結論をいうと，少年院に保護処分として在院する者の権利義務はかな

り暖昧なので，更なる明確化が必要で、はないかと思われる。

1 少年院在院者の権利義務を明確化することに対してハードルとなりうる

要請についての検討

しかし，筆者は，少年院在院者の権利義務を明確化することが容易で、ある

とは思えない。このことに対しては，少なくとも次のような要請がハードル

となりうると思われる。

第一に，少年犯罪(触法行為)被害者(遺族)からは，自分たちの権利確

立・充実という要請がなされるであろう。そのような要請は， r少年犯罪
(触法行為)被害者(遺族)の権利すら確立されていないのに，犯罪・触法少

年の権利・義務を明確化することは許されない」または「犯罪・触法少年の

権利より，少年犯罪(触法行為)被害者(遺族)の権利が密先されるべきだ」
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という反発の形を取るかもしれない。

第二に，社会一般からは，応報感情ないし安心・安全欲求の充足という要

請がなされるであろう。このような要請は， I犯罪に対してふさわしい罰が

科されていないのに，少年院に収容された者に権利を保障するなどもっての

ほかだJ，または「少年院に収容された者に対して権利保障を充実すると，

少年院での教育が手ぬるくなり，再非行する少年が増え，自分たちの安心・

安全が脅かされるJという反発の形を取るかもしれない。

第三に，公権力の存在からは，社会秩序の維持・実現という要請という要

請がなされる。というか，我々の立場からは，公権力の存在意義は，社会秩

序の維持・実現にこそあると考えるのである530 このため公権力は，①一方

においては在院者に対して適正かつ有効な矯正教育を実施することによっ

て，その社会適応を図り，再非行の危険性を最小化することによって，社会

の安全・安心を実現するとともに，~他方において，被害者や社会一般から

の要請にも一定の配慮を行う，という責務を負う。そして，このことが，少

年院に保護処分として在院する者の権利義務の明確化に対する最大のハード

ルとなりうる。すなわち，当研究所の第10田研究会において次のような趣旨

の批判がなされた。「少年院の矯正教育は，学校教育よりも，対象者の性質

や実施されている教育の内容という点において，価値伝達的性格がはるかに

色濃く出る。そのような意味で，生活指導上の部分で，権利義務をどうやっ

て明確化するかは，非常に難しいと思われる。処遇内容には，個別処遇とい

う要請からグレーゾーンがつきものであるところ，職員や在院者の権利義務

の明確化によってそのグレーゾーンが消滅してしまうという負の側面もある

ではないか。そのように処遇のグレーゾーンを消滅させた後に，どのような

少年院の教育ヴィジョンを描くのか疑問である」。たしかに， {間別処遇とい

う要請は，職員や在院者の権利義務の明確化という要請と間程度に重要であ

る。その上，例えば2008年において家裁で少年院送致決定を受けた者は，虞

犯・業過等事件を除く一般保護事件の終局処理人員95，224人のうち3.6%，

業過等事件の終局処理人員26，937人のうち0.3%，道路交通保護事件の終局

処理人員のうち1.2%である54ように，少年院に送致される者については，

非行事実及び要保護性という点において相当の絞りがかけられている。した
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がって，少年院での処遇内容を法律でカチカチに規制すると，少年院での矯

正教育がかなり困難になるおそれがある。筆者はあくまでも，少年院の矯正

教育にも最低限のガイドラインが必要であろうと主張しているのに過ぎない

が，しかし，このガイドラインを提案することは，今後の検討課題にせざる

を得ない。さらに筆者は，少年院在院者の権利義務を明確化する際のモデル

として，被収容者処遇法を参考としたものの，刑事収容施設と少年院との違

い，刑と保護処分の違いについて，より慎重な配慮、をしなければならない。

そして，我々刑事政策または社会安全政策を研究する者としては，本節の

第一，第二，第三のそれぞれの要請のバランスについて，どのように考える

かが，大難題であり，この難題を検討しなければならないと思われる。

2 英米における対応についての調査・研究

また，英米では，日本より一足早く前節に挙げた第一の要請と第二の要請

が噴出している。したがって，英米の公権力が，前節に挙げた諸要請のバラ

ンスをどのように解決しようとしているか調査・研究することは，日本にお

いて刑事政策論または社会安全政策論を展開するために必要であろうと思わ

れるので，この調査・研究も行いたい。

3 我が固の少年院における在焼者の権利義務についての実態調査

しかし，それ以前に，我が国に少年院における在院者の権利義務の実態を

調査しなければならないで、あろう。本稿は，あくまでも少年院法・少年院処

遇規則という，当為の世界に限られたものであって，事実の世界についての

話はまた別であるからである。当面の研究は，本章の2と3を中心とせざる

を得ないのであるが，その際にも，できるだけ 1を念頭において進めたい。

さらに，本稿作成中の2009年12月に，法務省は，広島少年院事件の発生等も

踏まえ， I少年矯正を考える有識者会議」を開催して， I少年矯正運営の一層

の適正化を推進するとともに，少年院における矯正教育及び少年鑑別所にお

ける資質鑑別を始めとする施設機能の充実を図り，もって被収容少年の健全

育成及び再非行の防止という国民からの負託に応えるため，様々な側面から

各界の有識者」から意見を聴取することを発表した55が，この有識者会議に
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おける議論も追跡・検討したい。以上で本稿を閉じることとする。読者の皆

様からの忌'障のないご質問・ご意見・ご批判を賜れば幸いである。

1 田口敬也「少年司法における被害者への謝罪・補償や，それに代わる社会奉仕活動

への多機関連携的な援助の可能性と課題~イングランド・ウエールズのreparation

orderにおける YOT[Y outh Offending Team] の取り組みを参考に~J 早稲田大

学社会安全政策研究所紀要第1号 (2009年)137-156頁。なお，当研究所の第10回研

究会で筆者は，この報告・論文の題を，間違えて「少年司法における被害者への謝

罪・補償や，それに代わる社会奉仕活動についての研究~イングランド・ウエールズ

における reparationorder を参考に~J と申し上げた。訂正の上，お詫びする。

2 田口・蔀掲注(1 )151頁。

3 この点については，例えば，名取俊也「刑事施設及び受刑者の処遇に関する法律の

概要J刑事法ジャーナル第1号 (2005年)102-159頁，等を参照されたし 0

4 この点については，例えば，刑事法ジャーナル第5号 (2006年)2-80頁所収の「特

集『刑事収容施設・被収容者等処遇法の成立と課題jJを参照されたし。

5 これら少年院収容受刑者に関する諸規定は， 2000年の少年法「改正」により，少年

法第20条但書が削除されて16歳未満の少年についても逆送が可能となり， I懲役刑・
禁鋼刑が科され得るようになったが，その年齢や心身の発達の度合いを考慮、し，刑の

執行に当たって教育的側面を重視すべき場合が多いと考えられ，特に，義務教育年齢

の者については教科教育を重視しなければならないことから，このような年少少年

(烈jの執行開始時16歳未満であることを要する)に対する刑の執行の特例として少年

院における矯正教育を受けさせることを認めたものである」旧宮裕ニ鹿瀬健二編『注

釈少年法(第3版H(有斐閣， 2009年)479頁。もっとも筆者は，少年院収容受刑者

に関する諸規定と，その前提である逆送年齢の引き下げについて，大きな疑問を抱い

ている。参照，田口「逆送年齢の引き下げについての刑事政策論的検討」早稲田法学

第79巻第3号 (2003年)139-177頁。

6 ただし， 2008年における14歳未満の少年院入院者は2人であった。法務省法務総合

研究所編『平成21年版犯罪白書j152頁。

7 当研究所の第10問研究会で筆者は， I施設送致申請の新設」と述べたが， I保護観察
中の者に対する措置の整備Jと記述した方がより適確であろう。この「保護観察中の
者に対する措置」としてまず，保護観察所の長は，保護観察処分少年(少年法第24条

第1項第1号の保護観察処分に付された少年)が，遵守事項を遵守しなかったと認め

るときは，当該保護観察処分少年に対し，これを遵守するよう讐告を発することがで

きる(更生保護法第67条第1項)。次に，保護観察所長は，この密告を受けた保護観

察処分少年が，なお，遵守事項を遵守せず，その程度が重いときは，少年法第26条の

4第1項の決定を行なうよう，家裁に申請することができる(更生保護法第67条第2

項)。そして，この申請を受けた家裁は，審判の結果，保護観察処分対象者が「その
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遵守すべき事項を遵守せずJ，更生保護法第67条第 1項の「警告を受けたにもかかわ
らず，なお遵守すべき事項を遵守しなかったと認められる事由があり，その程度が重

しかっ，その保護処分によっては本人の改善及び更生を図ることができないと認め

るときには，決定をもってJ，児童自立支援施設又は児童養護施設送致，又は少年院
送致の保護処分をしなければならない(少年法第26条の4)。

8 2007年改正に際しては，触法少年の事件についての響察の読査権限の整備(少年法

第 6 条の 2~第 6 条の 7 )もなされた。なお， 2007年改正については，例えば川測武

彦=岡崎忠之 rr少年法の一部を改正する法律』の概要Jジュリスト第1314号 (2007
年)38-45頁等を参照されたし。

9 すなわち，①一定の重大事件の被害者等による少年審判の傍聴の裁量的許可(少年

法第22条の4の新設)，②被害者等の審判傍聴に先立つての弁護士付添人からの意見

聴取と国選付添人制度の拡充(少年法第22条の 5の新設)，也被害者等の申出により

家裁による審判期日における審判状況の説明の規定の新設(少年法第22条の 6の新

設)，④被害者等による少年事件記録の閲覧・謄写の対象範囲の拡大(少年法第5条

の2改正)，⑤被害者等の申出による意見聴取対象者の拡大(少年法第9条の 2改

正)，及び⑥少年の福祉を害する成人の刑事事件の地方裁判所への移管(少年法第37

条~第39条削除)が行なわれた。なお， 2008年改正については，例えば飯島泰=親家

和仁=河崎忠之町少年法の一部を改正する法律Jの解説j家庭裁判月報第21巻第2

号 (2009年) 2 ffi[以下を参照されたし。

10 例えば，読売新聞2009年4月17日付。同年5月22日付けで広島矯正管区が発表した

中間報告や報道等によれば， r法務教官4人が中心となって，収容中の少年に対して
殴る蹴るなどの身体的暴行を加えたほかトイレに行かせず失禁させるなど， 100件に

およぶ暴行等が約50人の少年に加えられた事実があったJo(ただし， http://www. 
rlichibenren.or.jp / ja/ opinion/ statement/ 090528.htmlからの引用)0 6月9日に，

この4人は公務員暴行陵虐罪の被疑事実で逮捕された。例えば，朝日新聞2009年6月

10日付。 4人は，その後起訴されたので，懲戒免職となった。さらに，広島少年院の

主席専門官であった向井義被告人も，在読者に対する暴行に関与していた疑いが強ま

って 8月11日に逮捕され(例えば，朝陸新聞2009年8月12日付)，その後起訴された。

最初に逮捕された4人の元教官に対しては，第一審の広島地裁によって実刑判決が言

い渡されている。まず10月19日に，田原克剛被告人に対して懲役9カ月(求刑懲役1

年6カ月)の判決が言い渡されている。参照，朝日新開10月19日付。 12月15日には，

松本大輔被告人に対して懲役l年4月(求刑懲役2年)の判決が言い渡されている。

参照，中国新聞2009年12月15日付。さらに12月17臼に，野知勝也被告人に対して懲役

2年6月(求刑懲役3年)，菅原陽被告人に対して懲役1年2月(向2年)の判決が

言い渡されている)。参照，中毘新聞2009年12月18日付。

11 同旨，八回次郎「少年院における内規，職員，非行少年」八回著『非行少年の教育

と処遇j(青藍社， 2005年)125頁。また，大口氏によると，法務省矯正局が開催して

きた「少年院法の現状と課題に関する勉強会」の結果として「現行の少年院法におい
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ては，被収容者の権利・義務に関する規定や，施設の職員に関する規定が設けられて

いるものの，それらの規定は，被収容者の権利や，被収容者の権利を制限する職員の

権限を定める根拠としては，不足していると言わざるを得ないというのが，勉強会の

メンバーの一致した意見」が形成された，とのことである。大口康郎「矯正局におけ

る少年院法勉強会の活動について」刑政第120巻第12号 (2009年)14-16頁。

12 少年院収容受刑者は，受刑者であるため， 16歳に達した日の翌日から起算して14日

以内に刑事施設に移送しなければならず(院法第10条の 2)，また院法第10条第2

項・第3項，第11条・第12条・第12条の2・第14条の2については明文で適用が除外

され，院法第17条の3は性質上適用がないと解されている。参照，田宮=成瀬編・前

注(5 ) :，]=501頁。さらに，少年院収容受刑者が逃走した場合には，逃走罪(刑法第97

条)や加重逃走罪(刑法第98条)が適用されるとともに，逃走後24時間を経過した場

合には，当該時間内に連戻しに着手している場合を除き，院法第14条第1項の規定に

かかわらず，刑事訴訟法第485条の収容状によって収容しなければならない(院法第

14条第5項)。もっとも， 2000年から2008年末に至るまで，少年続収容受刑者に該当

する者はいなし当。参照，法務省法務総合研究所編・前注(6 )者161頁。

日 しかし， 2008年においては139人が虞犯で少年院送致決定を受けている。参照，最

高裁事務総局編『平成20年可法統計年報 4 少年編~ 14頁。

14 法務省矯正研修所編『研修教材少年院法(改訂版U(財団法人矯正協会， 1993 
年)15頁。

15 来栖宗孝「収容少年の人権」犯罪と非行第24号(1975年)61頁。

16 来栖・前掲注(15)61頁。同旨，法務省矯正研修所編『研修教材少年院法(全訂

版U(財図法人矯正協会， 2004年)33頁。
17 井上章 I(刑政セミナー77) 少年院在院者の学習権J刑政第88巻第2号 (1977年)
75頁。

18 なお，退院とは， I保護観察を行う必要のない程度に矯正の目的を達したときに収
容を解除すること」である。法務省矯正研修所編・前注(16)杏141頁。

19 もっとも，在院者が少年院の処遇プログラムに乗っていることと仮退院は，直線的

に結びつけられているわけではない。なぜならば，少年院の長は，在院者が処遇の最

高段階に向上し，仮に退院を許すことが棺当と認めるときは，地方更生保護委員会

(以下， I地方委員会」と略記する)に対して仮退院の申し出をする義務を負う(院法

第12条第2項)ものの，地方委員会は， I保護処分の執行のため少年院に収容されて
いる者について，処遇の最高段階に達し，仮に退院させることが改善更生のために相

当であると認めるとき，その他仮に退院させることが改善更生のために特に必要であ

ると認めるときは，決定をもって，仮退院を許すものとするJ(更生保護法第41条)
からである。しかし，犯罪をした者及び非行のある少年に対する社会内における処遇

に関する規則第30条によると，更生保護法第41条における「仮に退院させることが改

善更生のために特に必要であると認めるとき」とは， I保護処分執行のため少年院に
収容されている者が処遇の最高段階に達していない場合において，その努力により成
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績が向上し，保護観察に付することが改善更生のため特に必要であると認めるときと

する」と規定されている。なお，2008年における少年院出院者4，033人のうち3，944人

(99.0%)が仮退院によって出院している。参照，法務省法務総合研究所編・前注

( 6 )書159頁。
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620件について申請が認容されている。参照，最高裁事務総局編・前注(13)書26頁。

22 法務省矯正研修所編・前注(16)香67頁。
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正研修所編・前注(16)ill46J至。

29 法務省矯正研修所編・前注(16){!}105-106頁。

30 木村・前注(20)27頁。

31 法務省矯正研修所編・前注(16)香105頁。
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34 来栖・前掲注(15)68司69頁。

35 法務省矯正研修所編・前注(16)~123-124夏。

36 法務省矯正研修所編・前注(16)苦H23頁。
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る等の目的を達成するのに必要な限度内で，在院者の行動の制止，身体・衣類の検査
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45 来栖・前掲注(15)66-67頁。
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